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　給付と負担のバランスを確保しつつ、すべての世代で安心できる
「全世代型社会保障」の構築を目指して、健康保険制度の見直しが進
められています。
　令和４年10月から施行される主な制度改正をご案内します。

① 短時間労働者に対する健康保険・厚生年金保険の適用拡大
主な改正の内容

健康保険制度について
ご案内します

　令和４年10月から段階的に、社会保険の加入対象
となる企業の範囲が拡大され、一部のパート・アル
バイトの方の社会保険の加入が義務化されます。現
在は、従業員数501人以上の企業が社会保険の加入
対象ですが、令和４年10月からは従業員数101人以
上の企業が対象となります。また、令和６年10月か
らは従業員数51人以上の企業も対象となります。
　なお、新たに加入対象となるのは、下記の４つの
条件をすべて満たすパート・アルバイト等の方です。

◦週の所定労働時間が20時間以上
◦月額賃金が8.8万円以上
◦ 2ヵ月を超える雇用の見込みがある
◦学生ではない

② 育児休業期間中の保険料の免除要件の見直し
　育児休業期間中は、被保険者の申し出により、社
会保険料の納付が免除となります。現在は、月末時
点で育児休業を取得している場合に、当月の保険料
が免除される仕組みとなっています。令和４年10月
からは、これに加え、月内に通算14日以上の育児休
業を取得した場合にも、当月の保険料が免除される
こととなりました（右図）。
　また、賞与から納める社会保険料は、１ヵ月超の
育児休業取得者に限り、免除対象とされることとな
りました。

③ 後期高齢者医療における窓口負担割合の見直し
　令和４年度以降、団塊の世代が75歳に到達し始め、医療費の増大が見込まれることから、現役世代の負担の抑制
と国民皆保険の持続を目指して、後期高齢者の窓口負担割合が引き上げられることとなりました。現在、75歳以上
が加入する後期高齢者医療で、現役並み所得者（窓口負担割合３割）以外の窓口負担割
合は1割ですが、これが、一定以上の所得のある被保険者（課税所得が28万円以上かつ
年収200万円以上＊）の負担割合が２割に引き上げられます。ただし、負担増の大きい外
来患者に配慮し、３年間は１ヵ月分の負担増を最大3,000円に抑える措置が取られます。
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＊単身世帯の場合。複数世帯の場合は後期高齢者の年収合計320万円以上。
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※従業員には、パート・アルバイトを
含みます。


